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ＥＳＧ課題に対する食品産業の対応

○ 食料需要の拡大、地球環境の破壊、ＳＤＧｓへの関心の高まり等、社会・
経済環境が大きく変化する中、投資家や金融機関はＥＳＧ投資・融資を拡大。
このような中で、企業が円滑な資金調達や、取引の維持・拡大を図っていく
上で、ＥＳＧ課題に対する対応が不可欠なものとなっている。

○ 食品企業の持続的発展のためには、食品産業全体としてＥＳＧに係る取組
を更に底上げしていくことが重要であり、このことが、ひいては国民への食
料の安定供給の確保に貢献。

【食品企業をとりまく主なＥＳＧ課題】

【日本の食品企業のＥＳＧ評価等】

【ＥＳＧ課題に取り組む必要性】

○ 日本の食品企業は、欧米企業と比較して、国内外の投資家等が投資行動
の決定で参考にするＥＳＧ評価が相対的に低い傾向。ＥＳＧに係る情報開
示等が不十分であることが要因か。

令和４年４月
農林水産省・大臣官房 新事業・食品産業部

【ＥＳＧ課題に対する具体の取組に係るガイド】

○ 農林水産省においては、昨年11月から５回にわたり「ＥＳＧに係る食品関
連企業勉強会」を開催し、ＥＳＧ課題ごとの各企業による実際の取組内容を
情報共有。

○ 取組内容は、ＥＳＧに取り組もうとする食品企業のガイドとして、ＨＰで
公表するほか、本報告書にも掲載。

 食品ロスを出さない
商慣習（１／３ルール等）の見直し、加工素材の形状変更による端材の発生抑制、ＡＩを
活用した需給予測・発注最適化 等

 食品ロスを活かす
フードバンク等への提供、飼料化・肥料化、エネルギー利用 等
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食品ロス抑制及び食品廃棄物リサイクル

持続可能な原料調達

 工場・店舗等における排出削減
省エネ性能が高い設備の導入、工場・店舗等へのソーラーパネルの設置、省エネ由来電力
の長期購入 等

 取引・流通段階における排出削減
生産段階での農産物廃棄の抑制、製品原料を畜肉から大豆へ転換、製品輸送の効率化 等

 プラスチック利用の廃止・削減
プラスチック容器等の使用廃止、紙製容器等への転換、植物由来素材の容器開発、容器の
薄型化 等

 プラスチック容器のリサイクル
リサイクル素材100％を使用したPETボトルの導入・拡大、店舗への容器回収機の設置、ラ
ベルレス化によるリサイクルしやすさの向上 等

 社内体制整備・意識啓発
「持続可能な原料調達ガイドライン」、「人権方針」の策定 等

 第三者認証原料の活用（ＲＳＰＯ等）

 調達先への働きかけ
人権調査の実施、苦情窓口の設置、一次生産者への支援 等

○ 食品産業が持続的な発展を続けていくためには、Ｅ（環境）Ｓ（社会）Ｇ（ガバナンス）投資・融資の枠組も活用して、環境負荷の低減
等の社会的課題の解決に取り組むことが重要。

○ 農林水産省においては、本年３月、食品企業がＥＳＧ課題に取り組む際のガイドとなる「ＥＳＧに係る食品産業等への影響調査報告書」
を取りまとめ・公表。

脱プラ及び容器包装廃棄物リサイクル

脱炭素（地球温暖化対応）

【ＷＢＡ・食品・農業ベンチマークの地域別平均スコア（100点満点）】

ＷＢＡ：World Benchmark Alliance 

⽇本の⾷品企業の評価結果
は、世界全体で31位（41.0
点）〜319位（0.0点）に分布。
※ 評価対象となった350社
のうち⽇本企業は33社。


